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岩手力！
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いわて

岩手よ もっと
元気になれ！



総務・金融グループ
　センターの総務部門を担当するほか、センターの基幹事業である設備貸与事業等を主管し、経営基盤を強
化する等の目的で設備を導入する小規模中小企業の方や創業する方の設備導入をサポートします。

苦しい今こそお役に立ちます
　寒さ厳しい岩手もすっかり春らしい季節になりましたが、景気のほうは一向に上昇する気

配が見えてまいりません。

　米国を発端とした金融危機が引き起こした世界的な不況の影響は、岩手においても県

内製造業の中核たる自動車関連や半導体関連企業にも大きな波となって襲い掛かってき

ました。昨年末や今年３月の決算で資金繰りにお困りであった企業様のご苦労を思います

と、私たち中小企業支援機関は本当に企業の皆様のお役に立ってきているのだろうかと

反省せずにいられません。

　新年度を迎えた今こそ、心を新たにして県内企業の皆様に元気になっていただけるよう、

お役に立てるよう職員一丸となって頑張ってまいります。そのため、平成２１年度は農商工連携ファンドによる農林漁業と商工

業のマッチングによる新規、新分野への事業展開や医療系機器等への事業進出を積極的にご支援するとともに、受発注のご

案内や設備貸与のご利用等きめ細かく企業様を訪問させていただきます。

いわて産業振興センターでは、今後とも県内ものづくり産業の集積と企業の皆様のお取引の拡大を目指して、県内企業の皆

様のいわば営業部門、新事業開発部門として皆様の様々なニーズを受け止め積極的に対応してまいりたいと考えております。

県内中小企業の皆様が儲かっていただいてこそのセンターでございますので、今後とも変わらぬご愛顧をお願い申し上げます。

平成21年度センター事業のあらまし
　センターでは本年度も4つのグループを設け事業を実施してまいります。
以下、グループごとに予定している主要事業をご紹介します。
（誌面に限りがありますので、詳細についてはホームページ等をご覧になるか直接お問い合わせください。）

☎016-631-3820（代表）
　　　  631-3821（金融）

1設備の貸与　　  　　　　 （予算額：360,000千円）
　小規模企業者、又は一定の条件を満す従業員50人以下の企業者が必要とする設備（一定の条件を満たした場合の中古設備
も含みます）を、当センターが企業に代わって購入し、長期、低利で割賦又はリースの形態により貸与します。

貸与期間 据置期間1年以内の半年賦又は月賦払、
7年以内

保証金 貸与額の10%

利率（固定） 割賦金利　年2.3％、リース7年で
1.382％

保証人 1人以上、法人は2人以上

貸与金額 1企業 100～ 6,000万円

2機械類の貸与  　　　　　 （予算額：1,500,000千円）
　設備貸与事業を補完する制度として、中小企業者 (企業組合、協業組合を含む )が必要な設備（一定の条件を満たした場合
の中古設備も含みます）を、長期、低利で割賦により貸与します。
　一般の機械類貸与のほか、一定の条件等（中小企業の新事業活動促進法による承認を受けた企業等）を満たす場合にあっては、
期間10年以内、金額2億円まで貸与します。

3設備資金の貸付　　　　　（予算額：350,000千円）
　小規模企業者、又は一定の条件を満たす従業員50人以下の企業者が設備を導入する場合、所要資金の1/2以内 (経営革新
計画書が承認されている場合等は2/3以内 )を長期、無利子でお貸しします。

貸与期間 据置期間1年以内の半年賦又は月賦払、
10年以内、但、組合等は7年以内

貸与金額 1企業100万円～6,000万円
知事特認で2億円

利率（固定） 割賦金利　年2.3％ 保証金・保証人 1の設備貸与事業に同じ

貸付期間 半年据置、7年以内 保証人 1の設備貸与と同じ

利率 無利子 担保 譲渡担保

貸付金額 1企業 50万円～ 6,000万円

財団法人いわて産業振興センター

専務理事　長葭　常紀
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　センターが産業振興の中核的支援機関として、その機能を十分に発揮できるよう、体制を整備して各種相談に対
応するほか、各グループが実施する支援事業を総合的に調整し、企業にとって最適な支援メニューを提案して実施
します。
　また、広報誌の発行やホームページの運営など広報も担当します。

☎ 019-631-3826

1総合相談窓口の開設
　職員及びコーディネーターによる総合相談窓口を設置し、中小企業等の
経営改善、販売促進、商品開発、事業化、創業等広範な相談に対応し、問
題解決を支援します。相談案件によっては、外部支援スタッフも活用してき
め細かく対応します。

総合支援グループ

2情報の提供 
　センターや国・県の施策情報、センターの事業を活用した企業の事例紹
介等を掲載した広報誌「産業情報いわて」を毎月発行し情報を提供します。
　また、ホームページにはセンターの事業内容等を随時更新しながら発信するほか「産業情報いわて」も掲載します。

3県北・沿岸地域の産業振興
　県北・沿岸地域の産業活性化を図るため、センター事業の活用や二戸サテライトとの連携により、当地域の産業
支援やものづくり産業人材の育成に取り組みます。
　また、青森県及び秋田県の企業との連携を図るため、盛岡以北と青森県八戸地方及び秋田県鹿角地方等の企業
との交流会を開催します。

　その他、当グループでは、「地域力連携拠点事業」や「障がい者施設工賃引き上げ支援事業」も実施します。

3産業情報いわて

お知らせ

コーディネーター

無料無料
相談・支援に
かかる費用は

経済産業省委託・地域力連携拠点事業

まず相談してください！
ステップ1

課題を克服し、
ステップアップ！

ステップ3

各拠点の応援コーディネーター、
窓口専門家がお応えします。

コーディネーターが貴社の強
みと課題を診断し、解決に向け
た道筋を分かりやすく説明し
ます。

課題に応じて、コーディネー
ターや専門家が支援策につな
げていきます。

自社の強み、
弱みを知りましょう！

ステップ2

新商品の開発や
新事業活動で

経営を向上させたい

1スーケ

新しい販路を
拡大して経営を
安定させたい

3スーケ

I Tを使った
会社経営で経営力を
アップさせたい

2スーケ

創業したい
再チャレンジ
したい

4スーケ

おまかせ
ください

補助金・融資・保証などの
多様な支援策の活用を、
各種専門家がアドバイス

　地域力連携拠点事業は、経済産業省が先進的な経営支援を行う中小
企業支援機関等を地域力連携拠点に選定し、優秀な支援者である「応
援コーディネーター」を中心に、中小企業の皆様が抱える「経営力の向
上」、「創業・再チャレンジ」、「事業承継」等の様々な課題に応じて、その
具体的な解決をきめ細かに支援していくものです。
　いわて産業振興センターは、地域力連携拠点としてさまざまな経営課
題の相談に無料で対応しております。
まずは、お気軽にご相談ください。

地域力連携拠点事業の活用例

こんなことが実現できます！とが実現できます！こんなことが実現できます！
顧客管理システムにより、過去の販売履
歴を把握し、よりきめ細かいサービスを
提供して業績アップ

専門家の指導により自社商品の競合他
社との差別化が図られ顧客からの評価
も高まり売上が増加

経営革新計画を策定し、県の補助金、
支援策を活用して新商品・新サービス
を開発

県産果物を独自の製法でドライフルー
ツに加工した高付加価値商品を開発・
販売

ワサビ農家、食品会社、建設会社が連携
してワサビ風味カマボコやソーセージ等
の新商品を開発

創業塾参加、ビジネスプランの策定支
援を受けて創業

❸経営革新経営革新

❹地域資源活用地域資源活用

❺農商工等連携農商工等連携

❻創業・起業創業・起業

❶ＩＴの活用ＩＴの活用

❷知的財産の活用知的財産の活用

❸経営革新

❹地域資源活用

❺農商工等連携

❻創業・起業

❶ＩＴの活用

❷知的財産の活用

 　　　　   　　ＩＴを活用して財務状況または
　　　　　　　　 顧客ニーズを把握したい

例えば

例えば 　　　　　　知的財産または自社の資産
　　　　　　　　（強み）を活用したい

例えば 　　　　　　新商品・新サービスの開発など新 
　　　　　　　　事業活動により経営の向上を図り
　　　　　　　　たい

例えば 　　　　　　　地域の特徴的な地域資源（技術・ 農
　　　　　　　　　　林水産品・観光資源） を活用して新商
　　　　　　　　品の開発や販路開拓を行いたい

例えば 　　　　　　　 農林漁業者と連携して新商品等の
　　　　　　　　 開発や販売開拓を行いたい

例えば 　　　　　　　  経験を活かして独立したい



            ☎ 019-631-3822（取引）
　　　　　         631-3823（自動車）
                      631-3824（アカデミー）育成支援グループ

　世界的な景気後退の影響で受注減が続く、県内ものづくり中小企業等の受注の安定化を図るため、首都圏取引
支援の強化・新規取引先の開拓及び各種商談会・展示会等を実施し取引あっせんを迅速に行います。また、業種別
では、本県戦略産業に位置づけられている自動車関連産業及び半導体産業の生産性向上を図るための工程改善研
修会等の事業や組込みソフトウエア開発関連企業の研修や取引あっせんを行います。　
　ものづくり中小企業等を対象とした１１コースの人材育成研修を「いわてものづくりアカデミー」として開催します。
なお、新規に「品質管理中級セミナー」「工程カイゼン中級セミナー」「原価低減導入セミナー」の３コースを開催
します。　
　なお、本年度よりグループ内にチームを置き、事業推進の迅速化を図ります。

　1受・発注取引の支援 
　●東北及び関東地区等県外の発注企業に対し、新規発注動向調査を年２回（10,000社）を実施し、回答企業のうち発注可能な企業　
　　を選定して200社を目標に発注開拓の訪問を実施します。また、県内発注企業約100社を対象に「外注ニーズ調査」及び発注開　
　　拓を実施します。
　●専門調査員（アドバイザー）を置き、県内150社を目標にして新規発注案件情報を収集するほか、受注企業からの経営相談等に応
　　じます。
　●商談会は県内２回と東京１回を開催します。東京での商談会については、北東北3県（青森県・秋田県・岩手県）の支援機関が合
　　同で開催します。
　●首都圏に営業所を置く県内受注企業間のネットワーク化を図り、営業支援や情報交換・交流事業を行います。［新規］　
　●県内受注企業300社を目標に企業巡回を実施し、個々の企業の特色・稼働状況を把握して発注案件に迅速に対応します。

　2医療関連機器産業の創出推進
　●医療機器メーカーの取引ニーズを把握し、地域企業との取引マッチング支援を行い医療機器製造分野への新規参入の支援を行います。
　●いわて医療機器事業化研究会の活動支援を行います。

　3展示会商談会への支援
　●自社製品、独自技術等を有する県内中小企業の取引拡大を目的に、首都圏で開催される国内最大級の展示会として実績がある機
　　械要素技術展への共同出展支援や専門展示会への出展を支援します。

　4人材の育成支援 
　●ものづくりアカデミーやいわて起業家大学を開催します。詳細については先月号やホームページで紹介しておりますので、ご覧くだ
　　さい。

  Ⅰ   取引・人材育成チーム　　

 Ⅱ  産業集積チーム
　1自動車関連産業の創出推進 
　●工程改善等の定着化を推進するため、コーディネーターを配置し、昨年に引き続き自動車関連産業に加え半導体関連産業も対象と
　　します。コーディネーターは工程改善研修会のグループを実地指導いたします。　
　●工業技術集積支援センターに「いわて産業振興センター北上サテライト」を開設します。サテライトにはコーディネーターを配置し、
　　自動車関連産業の経営改善向上のため「改善スキルアップ研修」を工業技術集積支援センターと連携して支援します。［新規］
　●自動車関連産業の展示商談会や取引あっせんを県や東北5県の支援機関と連携して行います。
　●県内企業が持っている自動車関連産業に有効な特殊技術、設備等を現地訪問等により調査し、その結果に基づき、企業データベー
　　スの整備・充実を図り、積極的に有用な情報を自動車関連メーカー等に提供し、新規取引の促進に努めます。

　2ソフトウェア開発業務取引の支援 
　●県内 IT関連企業の取引拡大を図るため、首都圏在住の IT関連企業ＯＢを「取引サポーター」として配置し、首
　　都圏市場の発注開拓を行い、センターが IT関連企業へ取引あっせんを行います。
　●首都圏の業界団体と県内 IT関連企業とのマッチングを行う交流会を開催し、新規取引先開拓の強化を図ります。［新規］
　●組込み総合技術展への出展補助を行うほか、「いわて組込み技術研究会」を継続開催し、産学官の連携・交流
　　を行い、技術の高度化・新市場への参入を促進し、取引拡大を支援します。

　3半導体関連産業創出の推進
　●本県の中核的産業を担う半導体関連産業の集積育成を図るため、新たにコーディネーターを配置し、関連発注
　　企業のニーズ把握と新規発注情報の収集を迅速に行い、半導体関連産業取引拡大の強化を図ります。
　●半導体関連産業の国内最大規模の展示会や企業内覧会に関係機関と連携のうえ出展し、新規取引先開拓を支
　　援します。
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 ☎ 019-631-3825　（新事業）
　　　   631-3827 （連携研究開発）

新事業・
研究開発支援グループ

　新事業チームは、県内の中小企業が事業の拡大を目指し、新事業を展開あるいは新
分野に進出するといった際に専門家や知的財産の活用促進など、センターの支援ツー
ルを効果的に活用し支援します。また、県内の創造的中小企業の担い手となる起業家・
ベンチャーを育成するための支援事業を行います。
　連携研究開発チームは、研究開発を支援し事業化を促進するため、研究開発の委託、
技術開発支援等の事業にコーディネーターを配して実施します。産学官による連携共同
研究プロジェクトの構築、外部資金の導入提案を行って早期の事業化を推進します。推
進する具体的な大型プロジェクトとして「都市エリア産学官連携促進事業」等があります。
　さらに、いわて希望ファンド事業、農商工連携ファンド事業の募集・運営に取り組み
ます。起業や新分野への進出、研究開発による事業化について資金面を含めて支援し
ます。
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　2農商工連携ファンド地域活性化
　 　支援事業の推進
　●地域活性化事業への助成金交付 
　平成21年 3月に出来た農商工連携ファンドでは、岩手県
の特色である農林水産分野活性化を支援します。第一次産業
と加工・流通など他分野の事業者が共同して地域革新的・個
性的な取り組みを行う場合、助成金の交付と専門家派遣等の
ソフト支援により総合的に支援します。

　●産学官連携研究支援事業 
　県内企業の技術開発へのニーズを調査して、大学、公設試、
企業等の研究シーズの活用方策を探して、共同研究の推進
など事業化を目指した研究開発を支援します。

　●いわて戦略的研究開発支援事業 
　県の産業成長戦略の重点課題を対象に、県が選定した新
事業・新雇用の創出につながる企業中心のコンソーシアム
形成の実用化に向けた取り組みを、管理法人として支援し
ます。

　3知的財産活用支援 
　●地域中小企業の知的財産戦略策定の支援 
　知的財産を核とした経営戦略の策定を促進するため、応
募企業のステージに応じて特許分析、特許戦略策定など弁理
士等の専門家を紹介し、事業化のための支援をします。また、
海外での知財の利用を視野に入れた外国での特許出願を支
援します。

　●知的財産権活用支援 
　中小企業における経営戦略を支援するため、開発計画の策
定に向けた先行技術調査に対して助成をします。

　1新事業・新分野への進出支援
　●専門家の派遣 
　経営革新に関する相談及び専門的、かつ高度な分野におけ
る相談について、専門家を派遣し問題解決を支援します。

　2起業家の育成支援 
　●「いわてビジネスプラングランプリ」の開催 
　創業及び経営革新をめざす方のビジネスプランのブラッシ
ュアップを支援して、発表する機会を設け、有望なビジネスプ
ランには事業化を促すための助成金を交付します。

  Ⅰ   新事業チーム　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　1いわて希望ファンド事業の推進
　●地域活性化事業への助成金交付 
　地域資源活用型企業、ものづくり産業及び中心市街地にお
ける県内中小企業等が革新的・個性的な取り組みを行うこと
により地域経済の活性化を行う場合、助成金の交付と専門家
派遣等のソフト支援により総合的に支援します。

  Ⅱ   連携研究開発チーム　　　　　　　　　　　　

　4都市エリア産学官連携促進事業（発展型）
　　文部科学省の委託事業で、『「いわて発」高付加価値コバ
ルト合金の事業化推進研究』を管理法人として推進します。
さらに、県事業で、釜石地区企業によるビジネスモデル作
成と実施を支援します。

　5戦略的基盤技術高度化支援事業
　経済産業省の提案公募型事業で、「微細形状を有するプ
ラスチック成形用金型への高離型性を付与する薄膜形成技
術の開発」を管理法人として、21年度から継続して事業化・
普及を支援します。

　3研究開発の推進
　●研究開発支援事業 
　県内産業の振興に寄与することが期待される大学、公設試、
企業等の研究シーズを調査、発掘し、事業化を目指した研究
開発や試作を支援します（研究：1件100万円以内で3件、試作：
1件50万円以内で4件）。
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有限会社早野商店

いわて希望ファンド
事業採択から1年

８月、食用ほおずきの木は見上げるような大きさになる。こ
れまでのところ霜や寒さに負ける様子はなく、ヤマセ地帯向
きかもしれないという

ふくらむ「ほおずき」の夢
　食用ほおずきを食べた感じをひとことで言
うと、ほのかな甘さとかすかな酸味、そしてマ
ンゴーに似たやさしい香り。皮も軟らかく、タ
ネもほとんど気にならない。何かの「木の実
のような」と表現したほうが感じが正しく伝わ
るかもしれない。
南米原産で学名「フェサリス」。コロンビア
大使館にたずねたところ当地では「ウチュバ」
（uchuva）と呼び、日常的におやつ感覚で
食べるフルーツだという。
早野商店取締役の早野由紀子さんがこの
食用ほおずきに出会ったのは2004年、フラ
ンスのレストラン。サラダの脇に１粒だけ添
えてあって、なんだかわからないが「妙に輝
いて見えた」。通訳を介して理解するところ、ど
うやらほおずきであるらしい。
「新しいけど懐かしいような、でも思い出せ
ない味。気になってしようがなかった」
由紀子さんは日本に帰るとさっそく調査開
始。その結果、前述コロンビアでの食習慣
のことや、ビタミン類を含む栄養価の高い食
べ物であること、日本でも種子が流通していて、
お隣秋田県に栽培事例があること、ごく一部
のレストランで供されていることなどがわかっ
た。インターネットのブログには食体験の書
き込みもある。しかし、いずれも極めて少数
派であることは間違いない。そのことが逆に
由紀子さんのチャレンジ精神を揺さぶった。
「岩泉で食用ほおずきを」。夢がひろがり始
めた。

”虫害”を乗り超えて
2005年、岩泉町の農家にお願いして試
験栽培を始めた。たまたま空いていたハウス
１棟が試験地になった。栽培方法がわから
ないから、まったくの手探り作業。春先にタネ
を播き、芽が出て、生育は順調だった。木は
大人の背丈を超えるまで伸び、その下の方
からぽつりぽつりと実が付いた。夏が過ぎると
下の方から黄色に色付いた。「な～んだ」と
言うぐらい簡単にできた、と思った。ところが、
実を割って見てがく然。虫が入っている。農
家の人の話から、ナスやピーマンに付くタバ
コガと呼ぶ蛾の幼虫とわかった。初年度ほと
んど全滅だった。
しかし、救いだったのは虫害のほかに大き
な障害が無かったこと。土壌、温度、肥料な
ど、肝心な部分は現行の農作業の範囲で対
応できるらしい。それで２年目に向けて自信
が湧いた。

▲果実は下の方から上に向って段々に熟してくる。８月下旬
　から収穫し始め、おおよそ２カ月あまりかけてとり終える



06年シーズンは前年の経験から、木が大
きくなるので株間を空け、支柱を立て枝吊り
をし、実の付き方を誘導する剪定や陽を浴
びさせるために葉の除去を行った。
虫害に対しては薫煙を試みた。これが効
いて、この年ある程度収穫があった。インタ
ーネットに出してみたら思いのほか関東方面
の洋菓子店や割烹から注文が入った。この
年の暮れ、早野商店の御歳暮用チラシの
片隅に「食用ほおずきを栽培してみませんか」
と募集広告を入れてみた。
07年はこの募集広告に応じてくれた岩泉
町内の農家５軒で栽培。この年は苗までハ
ウスで育て、育った苗をハウスと露地に定植
して育成。このため虫害対策に薫煙が使え
ないところは有機栽培で使われる薬品を散
布した。
08年は町内と田野畑村の農家18軒で栽
培、700kgあまりを収穫。これを生食用のほ
か自家工場でジャム、スイーツソ－スに加
工、そのほか和菓子、チョコレートをそれぞ
れ専門店に頼んで試作してもらった。

▲早野由紀子さん。「食用ほおずきは果実としてすごく可能性
　があると思います。収量を増やしながら異業種とのコラボレ
　ーションでいろいろな商品を試みたい」

有限会社早野商店
●代表者 早野　貫一
●資本金 300万円
●事業内容　　小売（酒類・食品）、
　　　　　　　食品加工
●従業員数 5名
●関連会社 早野産業（有）・
 龍泉洞観光会館
●所在地
　岩泉町岩泉村木18-32　
　電話　0194-22-2555

企 業 概 要

代表取締役　早野　貫一
早野商店四代目当主。昭和19年生まれ。慶
応大学商学部を卒業、41年県経済連入所。
45年から早野産業(有)社長。発明家、アイ
ディアマンとしてつとに知られ、商品開発
はもとより、「従業員が楽に作業できるよう
に」と加工用設備機械の改良も数々行って
いる。娘・由紀子さんの「食用ほおずき」
開発のチャレンジ精神はまさにこうした親
譲りのもの。現在は早野商店眼前に聳える
宇
う

霊
れい

羅
ら

山
さん

の麓を山桜で彩ろうと植樹に情熱
を傾け「平成の花咲爺さん」を自認する

　ＵＲＬ  http://hayano.ecnet.jp/

今月の表紙／早野商店の皆さん。前列は早
野貫一夫妻、後列左から早野崇さん、由紀
子さん夫妻、由紀子さんの妹・美佳子さん、
従業員の鳴尾悦子さん。家庭的な雰囲気の
中で「身体に優しい食品作り」に力をあわ
せる。これまでの海産物中心の食品づくり
から、食用ほおずきという、まったく未知
の分野にチャレンジするということで新鮮
な緊張感のようなものが漂っている。

健康食品指向を追い風に　
　商品化する段階で「いわて希望ファンド」
（管理運営＝いわて産業振興センター）の
「地域資源活用枠」に応募、これが見事採
用になり、200万円の資金を得て、市場調査、
研究開発、成分分析、それに農家への指導、
栽培に関わる費用にとフルに活用した。
09年は栽培農家がさらに30軒ぐらいに増
えると予想され、収量も08年の倍、1.5ｔ近く
になる。すると加工場の人手、設備からラベ
ル、パッケージデザイン、パブリシティー展
開といった、これまで家内工業的に処理して
きたものを、ある部分は機械化し、ある部分
は外製化しなければならない。その段階では
また可能な限り制度資金を活用していく考え。
「１日リンゴ１コで医者いらず」と言うがコロ
ンビアでは食用ほおずきをそのように言うらし
い。事実、成分分析ではコレステロールの
低下や老化防止、子供の発育促進にも役
立つ「イノシトール」とい
う成分を含むことが証
明されているし、ビタ
ミンA、B、Cや鉄
分、リン酸などのミ
ネラルも基準値以
上にあることがわ
かっている。目新し
さに加え、健康食
品としての市場の
受け入れに期待
がかかる。

▲食用ほおずきを使った加工品。左は酒造会社と共同開発した
　「ほおずきリキュール」、中央はスイーツソース、右はジャム。
　このほか、和菓子、　チョコレート、ティーなども試作してい
　る。「ほおずきんちゃん」は登録商標

▲熟した食用ほおずきの実。殻も実も黄色。日本で身近に
　見られる観賞用ほおずきより大ぶり。ビタミンが豊富で、
　中でも　「イノシトール」という内臓脂肪を低下させるは
　たらきをする成分が多いという



お問い合わせ・相談窓口　　
育成支援グループ　担当/伊藤・村上　TEL.019-631-3822

◆相談の対応
　取引に関するさまざまな悩み等に、下請代金支払遅
　延等防止法や中小企業の取引問題に知見を有する専
　門家が親身になって耳を傾け、適切なアドバイス等
　を行います。お気軽にご相談ください。

◆迅速な紛争解決
　中小企業が抱える取引に係る紛争を、迅速かつ簡便
　に解決するため、裁判外紛争解決手続（ADR）を用い
　て、全国の登録弁護士が身近なところで調停手続き
　等を行ないます。（手数料無料）

◆下請適正取引ガイドラインの普及啓発
　業種別説明会等を通じて「下請適正取引等推進のた
　めのガイドライン」の普及啓発を図ります。

下請
かけこみ寺

相談窓口

ガイドライン
の普及

裁判外紛争
解決手続

※秘密は厳守します※相談等は無料です

㈶全国中小企業取引振興協会では、下請取引適正化推進事業の一環として下請代金支払遅延等防止法等を
はじめとする関係法令の普及を図る目的として、主に発注企業の資材・購買担当者等を対象に実務的かつ実
践的な下請取引適正化推進セミナーを開催いたします。
本セミナーでは、実務経験の浅い方を対象に、外注（下請）先との取引時に注意すべき法律等の基礎知識が

学べます。

期 日 開催地 期 日 開催地
４月15日（水） 東京 5月20日（水） 東京
４月22日（水） 愛知 5月20日（水） 大阪
４月24日（金） 大阪 5月29日（金） 愛知

お問い合わせ先　
〒104-0033　東京都中央区新川2-1-9　
　　　　　　　　石川ビル2F
財団法人全国中小企業取引振興協会
下請取引適正化推進セミナー係
TEL.03-5541-6688  FAX.03-5541-6680

平成21年度下請取引適正化推進セミナー（基礎コース）開催のご案内

　■発　　行　（財）いわて産業振興センター
〒020-0852  盛岡市飯岡新田3-35-2（岩手県先端科学技術研究センター2階）
TEL.019（631）3826　FAX.019（631）3830
E-mail joho@joho-iwate.or.jp　URL http://www.joho-iwate.or.jp/

　■編集印刷　川口印刷工業株式会社2009年4月10日（毎月10日発行）

（財）いわて産業振興センター広報誌

産業情報いわて

　野山の草木が一斉に芽吹き、花を咲かせるこの時期、真新しいランドセルを誇ら
しげに背負って小学校に向かう新入生。年齢を重ねても希望と不安が交錯する中学・
高校・大学の新入生、そして、新社会人。いよいよ新たな世界に挑戦する新年度が
スタートしました。
　岩手県では、平成19年度の「いわて希望ファンド」の創設に続き、平成20度末
に「いわて農商工連携ファンド」を創設したところであり、当いわて産業振興センタ
ーによるファンドの管理運営も開始いたしました。
　このファンドの目的は、本県の地域経済の重要な担い手である農林水産業と中
小企業者との連携を強化し、相乗効果を発揮していくことで地域経済の活性化を図
るため、中小企業者と農林水産業者連携体が行う創業や新たな事業展開等への支
援を行うものであります。
　昨年秋以降の急激な景気の落ち込み、先行き不透明なこの経済状況は直ちに解

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消されそうもありません。
　中小企業者そして農林水産業者の皆様、この厳しい経済状況の中だからこそ将来に希望を持ち、新年度のスタートを機に、こ
の「いわて農商工連携ファンド」を活用して厳しい経済状況でも耐えうる商品開発、事業展開等の取り組みに挑戦してみませんか？

スタッフから
ひと言

新年度のスタート  
を機に！
事務局長　瀧田　勝夫


